




































































6 日法律第2019-828号」4の第 1 章（第 1 条 
から第14条）により、協定への法的効力付与
に向けた授権や、行政社会委員会の新設をは
2  この2010年法の基となった法案に関する議会資料として、A.N. （2010） ; S. （2010） ; C.M.P. （2010）．この法律による法改正につ
き、下井（2017）40頁、50-63頁、奥（2019a）31-33頁、37-39頁、奥（2019c）59-68頁。
3  この2016年法の基となった法案に関する議会資料として、A.N. （2015） ; S. （2015） ; C.M.P. （2016）． この法律による法改正につ
き、奥（2017）、奥（2019a）39頁、奥（2019c）68-72頁。






そこで、本稿では、その2019年 8 月 6 日法
律第2019-828号第 1 章における主要な公務員
参加法制度改革（I）、及び、同法に関する合
























































8 A.N. （2019）， p. 21.
9 C.C. （1977）． この判決につき、奥（2019a）42-43頁、奥（2019b）27頁。
10  C.C. （2011）． この判決につき、奥（2019a）43-44頁、奥（2019b）27頁。
































































14  A.N. （2019）， p. 50.
15  Étude d’impact （2019）， p. 74 ; A.N. （2019）， p. 50.
16  Étude d’impact （2019）， p. 74.
17  A.N. （2019）， p. 50.
18  Fournier （2002）， pp. 88-92. フルニエ白書の認可制度につき、奥（2019a）34頁、奥（2019c）63頁。
19  Silicani （2008）， pp. 116-117. シリカニ白書の認可制度につき、奥（2019a）34-35頁、奥（2019c）63-64頁。
20  Étude d’impact （2019）， pp. 74-75 ; A.N. （2019）， pp. 50-51.






























































22  S. （2019a）， pp. 76-77.
23  C.M.P. （2019）， p. 11.
24  Melleray （2017）， p. 230.
25  Marc et Struillou （2010）， no 43.






























































27  Jean-Pierre （2010）， no 10.
28  このオルドナンスを追認する2018年3月29日法律第2018-217号の基となった法案に関する議会資料として、A.N. （2017） ; S. 
（2017） ; C.M.P. （2018）．











さらに、労働法典L. 2312条の 8 、及び、労働






























































































































36  2014年の時点で、国家公務員制度においては349もの同数人事審議会が設置されていた（Étude d’impact （2019）， pp. 56-57）。
37  C.E. （2019b）， p. 4 ; A.N. （2019）， p. 44.
38  カテゴリーとは、採用における学歴要件のレベル等に基づき、コールをA, B, Cの3種類の官公吏群に分類するものである。カ
テゴリーについて解説するものとして、村松（編著）（2018）213-214頁。

































































43  A.N. （2019）， p. 26.
44  C.E. （2019b）， p. 2 ; A.N. （2019）， p. 27.
45  S. （2019）， p. 41.









れた44。そこで、本法律第 2 条は、前記の第 1
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47  C.C. （2019a）， paragr. 12.
48  C.C. （2019a）， paragr. 13.
49  C.C. （2019a）， paragr. 7.
50  C.C. （2019a）， paragr. 9.
51  C.C. （2015a）， cons. 6.































































53  C.E. （2019a）， cons. 5
54  Gouv. （2019）， p. 1.
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3 項）。第 4 に、官公吏が、任命権者に対し、
公民権停止期間、若しくは、公職従事禁止期
間の後に、又は、フランス国籍回復の場合に、
復職願を提出するときには、その任命権者に
答申する（同条第 4 項）。
